
様式第6（平15法省経産令1・全改、平21法省経産令1・令元法省経産令1・一部改正） 前受業務保証金取戻承認書 年月日 経済産業局長印 何某殿 割賦販売法第18条の5第3項（第35条の3の62において準用する場合を含む。）の規定により、下記のとおり前受業務保証金の取戻しを承認する。 記 1取戻しを承認する前受業務保証金 イ金銭 金銭供託年月日供託番号供託所名 （計）円 ロ有価証券 供託供託券面供託供託 回記号券面額 名称番号枚数割合 年月日番号額計価額所名 （計）円（計）円 ハ振替国債 供託年月日供託番号銘柄金額割合供託価額供託所名 （計）円（計）円 2この前受業務保証金の取戻しは、次の基準日（年月日）までに限りすることができる。 （備考）用紙の大きさは、日本産業規格A列4番とすること。  


